
第 29 回京都市廃棄物減量等推進審議会資料より 

 

 

参考資料１  ご み 減 量 化 に 向 け た 施 策 の 方 向 性 

（ 各 部 会 で の 検 討 を 踏 ま え て ） 

 

１．計画見直しの背景 

 

○ 循環型社会形成推進基本法や各種リサイクル法の制定等により、廃棄物の処理責任は自治体から排出

者・生産者へ、廃棄物対策の重点は焼却・埋立から発生抑制・再使用の上流対策に移行しつつある。 

 

○ 現行基本計画が、廃棄物処理法や各種リサイクル法等で示される数値目標を満たさない場合があり、

上位計画と整合を図る必要がある。 

 

○ また、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会では、廃棄物の定義、廃棄物の区分、排出者責任、拡

大生産者責任について、見直し等の検討が進められているところ（平成14年中に最終取りまとめ）。 

 

 

２．京都市の廃棄物処理の現状と課題 

 

○ 京都市の処理するごみ量は、近年年間80万トン前後で推移している。ごみの種類別にみると、 

・家庭系ごみ（定期収集ごみ、大型ごみ）量については、近年漸減傾向にある。 

・事業系ごみのうち、業者収集ごみについては、横ばいで推移している。 

・事業系ごみのうち、持込ごみについては、減少傾向にある。 

 持込ごみの減少は、平成13年７月の持込ごみ手数料の改定及び累進制の導入、多量搬入者を対象とし

た事前登録制度の実施等によるものである。 

 

○ ごみ質でみると、定期収集ごみ及び業者収集ごみでは、厨芥類、紙類、プラスチック類が中心であり、

これらに重点をおいて対策を行う必要がある。なお、持込ごみに多く含まれる木類等については、建

設リサイクル法の施行を契機として、本年7月より、木くず、コンクリートくず及びアスファルト・

コンクリートくずの搬入を原則停止したことから、今後さらなる減量が見込まれる。 

 

○ 家庭ごみ及び業者収集ごみの発生量の多くを占める厨芥類、紙類、プラスチック類については、現在

のごみ処理システムをベースとした場合、以下のような課題等がある。 

《プラスチック類》 

・飲料用のボトル以外は比較的汚れたものが多く、また異なる樹脂や複合素材などで構成され

ていることから、マテリアルリサイクルに困難性がある。プラスチックは熱量が高く、こう

した場合、エネルギー回収が効果的 

・かさばるため、収集運搬が高コスト 

《紙類》 

・紙製容器包装や雑誌は製紙原料として低質であり、供給も過剰気味。従って、容器包装リサ

イクル法に基づく再商品化法の中で燃料化も位置付けられている状況にある。 
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・古紙市況により雑誌類の市収集ルートへの流入量が変化 

・ＯＡ用紙の使用量が多い事業所からの排出も多い 

《厨芥類》 

・事業系に対して食品リサイクル法が成立 

・観光都市京都市の特性として排出量が多い 

・プラスチック類・紙類を分別すると、清掃工場での発熱量が低下し、厨芥類の処理に影響 

・焼却以外の処理技術の台頭（エネルギー資源、あるいは有機性資源としての活用） 

 

○ なお、プラスチック類、紙類の容器包装については容器包装リサイクル法に基づく再商品化ルートが

存在（一部費用を特定事業者が負担）するものの、自治体の費用負担が重い、使い捨て容器の使用削

減に向けたインセンティブ不足等の問題がある。 

 

○ すでに拠点回収が実施されている、乾電池、二次電池、廃食用油並びに古紙・新聞・雑誌・段ボール

については、回収率を向上させる仕組みづくりが必要。 

 

○ また、注射器・注射針などの医療器具、農薬・薬品並びにガスボンベ等、有害性が顕在化する恐れの

ある廃棄物については、事業者との連携の中で適正な収集運搬や処理処分を確保することが必要。 

 

○ 従来、京都市の廃棄物対策は焼却・埋立に依存してきたが、内陸都市であるため新たな処分場確保に

限界があり、発生抑制、再使用、再生利用等に向けた取組が必要。 

 

 

３．基本的な考え方 

 

○ ごみとして出てきたものを処理するという考え方ではなく、“そもそもごみとなるようなものの利用

を抑制し、なお排出されるものについては出来るだけリサイクル、残るものについては適正に処理す

る”という考え方を基本とし、資源の利用効率の高いまちを実現するべき。そのためには以下のよう

な考え方が基本となる。 

① 行政のみが取り組むのではなく、個々の市民・事業者が自覚を持って、ごみ減量化に主体的

に取り組む 

② このような市民・事業者の行動の基盤となるのは情報であり、京都市と市民・事業者の間で

のごみ減量に関わる情報コミュニケーションの充実が重要 

③ また、市民・事業者の取り組みをさらに促進していくためには、努力した者が報われる仕組

みの導入が有効 

④ 上記のような取り組みを継続的に行っていくためには、京都市による取り組みの進捗管理体

制の確立は当然のこととして、取り組み成果のフィードバックを含めて市民や事業者におい

ても各々の取り組みと状況を自ら評価、見直しをするＰＤＣＡサイクルの充実が必要 

 

○ また、ごみ処理の視点から京都市の発展・将来像を計画の中で明確化すべき。具体的には、京都市の

特徴を生かした以下のような事項が基本となる。 

① ２Ｒ型エコタウン（物から機能へ ⇒リデュース、リユース） 

10 



第 29 回京都市廃棄物減量等推進審議会資料より 

② 既存ストックを活用しつつ「成長・進化」させる都市 

③ 21世紀型伝統産業（再生可能資源（紙・木・繊維）の産業）創成 

 

○ 上記に加え、以下のような事項を、基本的な考え方として盛り込むべき。 

① 「元気が出る」明るい循環型社会 

② 高齢化への対応 

③ 安全・安心 

 

○ 廃棄物処理システムの構築にあたり、経済性、地域特性に加え、京都市の循環全体を見渡した環境負

荷の削減を重視するものとし、そのための手法として戦略的環境アセスメントを試行的に導入してい

くべき。 

 

 

４．数値目標の設定 

 

○ 廃棄物処理法に基づき、一般廃棄物処理計画では、一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み等の事項

を定めることが規定されている。現行基本計画が、廃棄物処理法や各種リサイクル法等で示される数

値目標を満たさない場合があり、上位計画と整合を図る必要がある。 

 

○ 特に、発生抑制など上流対策の取組強化により、発生量そのものを減少させる必要があるほか、最終

処分量の最小化に向けて数値目標を見直す必要がある。 

 

○ ＣＯＰ３開催都市であることを念頭に、ごみ減量によるＣＯ2の排出削減効果を、数値化して示す必

要がある。 

 

 

５．家庭ごみの減量化に向けて 

 

（１）家庭におけるごみ減量化の取組の支援 

 

○ 一般家庭における（購入時選択など発生抑制を含む）ごみ減量化の努力を促進・支援するため、あら

ゆる機会をとらえ、多様なルートを通じた情報提供、意識啓発策を幅広く展開、強化することが必要。 

 

○ 特に、廃棄物処理原価、新たな分別収集品目の検討段階等におけるコストと効果について、積極的に

市民に情報提供を行うことが必要である。 

 

○ この際、対象者に応じた方策（内容、媒体、頻度 等）を工夫するとともに、市民全体の環境意識の

レベルアップが図れるよう、そのための核となる地域リーダーの育成を図っていくことが重要。 

 

○ 情報インセンティブを中心とした方策としては、例えば、 

① グリーンページ（リサイクル・リペアショップ案内、循環配慮・グリーン購入可能店舗ガイ
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ドなど）の作成 

② 理解の容易な“ごみ分別”辞典の作成 

③ イベント“ごみフェスタ”による市民アピール 

④ 循環教育の充実（総合学習への組み込み） 

⑤ 地域リーダー育成プログラムの実施（学生組織、ＮＰＯ等の活用） 

⑥ 身近なごみ減量化情報拠点としての店舗、商店街での活動の充実 

⑦ 優良取組事例に対する表彰・懸賞制度 

⑧ 市民を対象としたグリーン購入制度 

⑨ モデル地域へのエコマネーの導入 

⑩ 二次電池、パソコンなどの回収システムの周知 

⑪ 行政区別（あるいはもう少し小さい地域ごと）の廃棄物排出量の市民への提供 

などがあげられる。 

 

○ また、経済的インセンティブを中心とした方策としては、例えば、 

① 指定袋制を含めた家庭ごみ収集の有料化 

② 生ごみ処理機の購入支援 

③ 古紙など集団回収への支援 

④ レジ袋税の導入 

などがあげられる。 

 

○ なお、家庭ごみ収集の有料化については、減量化に一定の効果が期待できるものの、それ以前にリサ

イクルルートの拡充や透明袋の義務化による分別マナーの徹底などが先行すべき。分別マナーの徹底

については、適正排出の指導強化・徹底のための組織体制が必要である。 

 

（２）事業者との連携による家庭ごみ減量化の促進 

 

○ 事業者（主として販売事業者）が市民と連携することによって家庭ごみ減量化を促進する取組を支援

する。具体的には、（１）に例示した“身近な情報拠点としての店舗、商店街での活動の充実”の他

に、 

① マイバッグ・キャンペーン、量り売りや無包装・簡易包装運動の強化・定着などによる包装

ごみの発生抑制 

② 地域の身近な回収拠点としての店舗、商店街の機能の拡充・強化 

③ モデル地域・モデルイベントでのデポジット制度の導入 

などがあげられる。 

 

○ 特に、②については、家庭ごみの分別収集の全体体系のなかで、京都市自身による行政回収システム

を補完するなど、一定の役割を担うことが期待される。（分別収集システムの方向については７．で

後述） 

 

 

 

12 



第 29 回京都市廃棄物減量等推進審議会資料より 

６．事業系ごみの減量化に向けて 

 

（１）事業者によるごみ減量化に向けた情報提供の充実 

 

○ 事業者が事業系ごみの減量化に取組んでいくためには、事業系ごみ処理に要するコストを含めて京都

市が抱える課題や排出事業者自らの排出状況・位置づけについて、個々の排出事業者自らが正確に認

識することが基本となる。 

 

○ このためには、京都市からの積極的な情報提供とともに、排出事業者が減量化に取り組む際のガイド

としての事例集や相談窓口の充実などが必要である。この際、行政による対応のみならず、事業者の

主体的な役割意識のもとに、業界団体等を通じて情報提供、啓発活動を実施・強化することが、その

効率・効果の視点からも有効である。 

① 事業者団体を通じたごみ減量化のための情報流通体制の整備 

 

（２）行政・事業者が連携したごみ減量マネジメントシステムの確立 

 

○ 京都市では大規模事業所に対する減量指導を、事業者においてはＫＥＳ及び ISO14001 による取り組

みを進めてきているところ。 

 

○ 減量計画書については、マネジメントのための良い手段であり、さらなる活用の工夫が必要。 

 

○ 方策としては、例えば、 

① ＫＥＳ等の自主的取組と減量計画書運用との連携（手続きの簡略化等のメリット付与） 

② 減量計画書の公表、優良事業者に対する表彰などの仕組み 

③ 減量計画書の評価の事業者へのフィードバック 

④ 減量計画書の対象範囲の拡大 

⑤ 事業所に対する立入調査・指導の仕組み（組織体制、方法）の構築 

⑥ 事業者団体を通じた指導の仕組み（組織体制、ツール）の構築 

⑦ 業種別自主行動計画の策定と運用 

⑧ 業界毎のモデル企業による実施と経験の展開 

などがあげられる。 

 

○ なお、事業者によるごみ減量マネジメント強化に資する経済的方策としては、例えば、 

① 処理原価に近い搬入料金の設定 

② 指定（透明）袋による適正排出の推進に加え、指定袋による搬入料金徴収の仕組みづくり 

などもあげられる。 

 

（３）事業者による厨芥類の減量化の取組み 

（第２回事業系部会では発生抑制を中心に議論） 

 

○ 厨芥類の減量化に向けては、“食事の事前相談”、“前処理された食材の購入”などの発生抑制策や“調
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理くずと残飯の分別”といったリサイクル（堆肥化等）のための配慮が実施可能で、かつ厨芥類減量

化のために効果的。 

 

○ また、循環システムの構築にあたっては、ごみの排出側と再生品の受入側を上手くつなぐコーディネ

ート機能が重要。 

 

○ したがって、例えば、 

① 対応可能な事業者によるモデル的な厨芥類減量化取組みの実施と普及 

② 食と農をつなぐコーディネート機能の整備 

③ 食品リサイクル法の周知 

などが施策メニューとしてあげられる。 

 

○ なお、上記のような取り組みにより、可能な限り発生抑制及び堆肥化等の取り組みを推進するものの、

都市部におけるリサイクルという点を考えると、受皿の面からバイオマスエネルギーとしての利用も

視野に入れた検討が必要。 

→今後、新たに協議会を立ち上げ、関係者間で厨芥類の再資源化に向けた最適なシステムに

ついて検討予定。 

 

（４）事業系の容器包装・古紙等の資源化可能物のリサイクルの取り組み 

 

○ 事業系ごみのうち、有価物については民間（市場）ベースでリサイクルの取り組みがなされているも

のの、ペットボトルについては排出事業者の追加的コスト負担がなければリサイクルされない状況。

また、他の資源についても、必ずしも十分なリサイクルがなされているわけではなく、そのシステム

も市況に左右されるなど不安定。 

 

○ また、民間ベースでのリサイクルについては、現状、京都市にある事業者だけではその資源化容量が

不足していることもあり、今後、民間サイドでの資源化のための受け皿整備が必要。 

 

○ なお、事業系の資源化可能物のリサイクルについては、家庭ごみも含めて、全体として効率的な再資

源化システムを構築することが必要。 

 

 

７．分別収集システムのあり方について 

 

○ 現状の京都市における分別収集、集団回収、拠点回収の状況は下表に示すとおり。京都市では缶、び

ん、ペットボトルの分別収集を実施しているほか、プラスチック製容器包装のモデル収集、小型金属

類の試行的な分別収集を実施している。また、紙パック、乾電池、廃食用油の拠点回収を実施してい

る。 

 

○ 食品トレイについては一部の店舗で拠点回収が、古紙については集団回収が、二次電池については協

力店等により拠点回収が実施されている。 
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品目 分別収集 集団回収 拠点回収 

缶、びん、ペットボトル ●   

紙パック   ● 

乾電池   ● 

小型金属類  ●※1   

廃食用油   ○ 

プラスチック製容器包装 

（食品トレイを含む） 

 ▲※2 

（モデル収集） 
 

○ 

（トレイのみ） 

紙製容器包装    

厨芥    

古紙(新聞、雑誌、段ボール)  ○  

古布    

二次電池   ○ 

医療器具(注射器、注射針)    

有害物質を含む物(バッテリー、農薬、薬

品等) 
   

シンナー、灯油の容器、火薬、小型ガスボ

ンベ等 
   

電気製品、家具・寝具 市 が 大 型 ご み と し て 回 収 

家電4品目（テレビ、冷蔵庫、クーラー、

洗濯機） 

自動車 

法 律 に 従 い 回 収 ・ リ サ イ ク ル 

●：市全域で実施（市が主体）   ○：市全域で実施（民間が主体） 

▲：一部地域で実施（市が主体） 

※1：平成14年10月より試行的に実施。 

※2：平成11年度よりモデル収集を開始（平成13年2月より対象を2,000世帯に拡大）。平成14年10月からは対象を

11区、14,000世帯に拡大。 

 

○ 中心をなす缶、びん、ペットボトルの分別収集については、現在、3種混合収集を行っている。他都

市ではこれらの品目を個別に収集している場合もあることから、一部より批判も寄せられている。一

方で、京都市の現状のごみ回収に要するコストをこれ以上増大させないことも重要な要請であり、現

有の車両や施設を最大限利用することを基本に、リサイクル率を上げる、さらに資源化可能物につい

てリサイクル品目の拡大を考えていくことが必要。 

 

○ このためには、全てを行政に依存するのではなく、市民、事業者が主体となった集団回収や拠点

回収を適切に組み合わせるべき。また、以下のような視点からごみ収集システムを考えていくこと

が必要である。 

・ 従来、民間でリサイクルされているものについては、それをより安定的なものになるよう支

援していくとともに、排出された資源化可能物については、量の多い物については分別収集、

量の少ないものについては集団回収や拠点回収を組み合わせることが有効 

・ 費用対効果の検証を含めたモデル的実施とコスト負担を認識した上での分別収集方式の選

択、分別マナーの程度に応じた地域限定での実施など柔軟な対応が重要 

・ 民間ルート（市場ベース）ではリサイクルされにくい事業系の資源化可能物については、家

庭系と併せた再資源化システムの構築が効率性の面から重要 



      

参考資料２ 経済的インセンティブに係る京都市のこれまでの取組 
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    取組 概要 取組の状況等 課題

持込ごみ手数料

の料金改定 

ごみ減量への経済的インセンティブを
働かせるため，持込ごみ量に応じて１００
㎏ごと８００円から１，６００円まで手数
料に差をつける累進制を平成13年7月に
導入。 

平成１３年度の持込ごみ量は，前年度比
で約１０％減（１８７，３８３トン）とな
った。手数料改定は，この要因のひとつと
なっていると考えられる。 

当面の間，効果を継続的
に把握したうえで，さらに
インセンティブが働くよう
な料金体系のあり方につい
て検討する。 

事業系推奨透明

ごみ袋の導入 

 適正排出を促す目的から、ごみ減量推進
会議において透明ごみ袋を推奨ごみ袋と
して導入。 

平成１４年４月より商店街などにおいて
導入を開始。１１月末現在の販売実績は次
のとおり。 
・４５リットル（平成１４年４月～） 
 ：１６６ケース 
・７０リットル（平成１４年１０月～） 
 ：３８ケース 
・９０リットル（平成１４年１０月～） 
 ：１５ケース 
（※１ケースは２５枚入り２０セット） 

指定袋とはなっていない
ため、適正排出を促す効果
はあるが、減量効果につい
ては不十分。 

 

 



参考資料３ 経済的インセンティブに係る京都市以外での取組事例 
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   取組 概  要 取組事例/研究事例 課題等

補助金の交付 事業系の生ごみ処理機購入に対して補

助金を交付。 

・静岡県沼津市では事業系生ごみ処理機の購入補助などにより、事

業系ごみの減量・資源化を進めることを市の総合計画に盛り込ん

でいる。 

・ 財源の確保が必要。 

 

取組表彰 市民団体や個人商店等で自発的に実施

しているごみ減量化やリサイクルに関

する取組について発表の場を設け、効

果的な取組やユニークな取組に対して

市から表彰を授与。 

・ 福岡市 ―取組団体を表彰･ 

・ 大阪市 ―積極的な取組実施店舗を表彰 

・ 神戸市 ―積極的な取組実施店舗を表彰 

・ 表彰を受けた効果的な取組を継続的

に実施することが重要。 

・ 取組を普及・拡大させるため、他地

域や無関心層への働きかけが必要。 

・ 表彰における賞金等に充当する財源

の確保が必要。 

ごみ処理手数

料の値上げ、

フルコスト負

担（原価主義） 

 

事業系一般廃棄物の処理費用を原価に

近い料金体系もしくは、より適正な価

格に改定。 

 

・東京都区部では、原価に近い料金体系として平成 6 年に搬入手

数料を 12.50 円/kg に改定（平成４年度の処理原価 12.99 円

/kg を基に設定）。ただし、その後の処理原価上昇のため、現在

は若干ギャップが大きくなっている（参考までに平成 10 年度の

処理原価は 15.72 円/kg）。 

・青梅市では処理原価 23 円/kg の全額を指定袋価格として設定。 

・ 家庭ごみへの混入の増加が危惧され

る。 

・ 中小事業者の経済的負担の増大。 

・ 排出事業者の合意形成を図ることが

必要。 

指定袋制の導

入 

事業者が一般廃棄物を排出する際の袋

を指定する制度。透明袋の採用により

適正排出を促すだけでなく、有料化の

手段として活用することも可能。 

・名古屋市、川崎市において事業系ごみの指定袋制を導入。川崎市

の場合、袋は指定袋販売店（市内のスーパー・コンビニ等、H13

年 6 月現在で約 500 店舗）にて購入可能。また、名古屋市では

「有料シール」による料金徴収を行っており、10Ｌ袋用が 42

円で販売されている。 

・青梅市では、家庭系ごみと同様、事業系ごみについても有料回収

を実施。一日 45L 未満の排出事業者については、有料指定袋で

排出することが可能。 

・ 家庭ごみについても指定袋制を導入

しないと家庭ごみへの混入の増加が

危惧される。 

廃棄物税の 

導入 

廃棄物の排出量や処理量に応じて課

税。 

・三重県では 2002 年 4 月より産業廃棄物税を導入。産業廃棄

物の中間処理施設又は最終処分場への搬入に対し、当該産業

廃棄物を排出する事業者に課税。 

・ 家庭ごみへの混入の増加が危惧され

る。 

・ 排出事業者の合意形成を図ることが

必要。 

排出区分の 

改正 

事業系一般廃棄物排出区分を細分化

し、資源回収率を向上。 

・神戸市は、2003 年 1 月から事業系ごみの排出区分と搬入･処理

手数料を改定。可燃、不燃の２区分に、粗大、資源という２区分

を追加。改定後の搬入･処理手数料は 4 つの区分ごとに設定。 

・ 排出事業者による適正排出の向上が

求められる。 

 

 



      

参考資料４ 厨芥類の減量化（再資源化）に係る京都市のこれまでの取組 

1
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    取組 概要 取組の状況等 課題

バイオガス実証研

究プラント 

食品循環資源の再生利用等促進調査事業の

一環として，民間との連携により実施。厨芥

類，剪定枝及び紙ごみなどの再生利用等の手

法について，平成 11 年 6 月より実証プラン

トで研究を行っている。 

◆処理能力：３ｔ／日 

◆ガス生産量：３００Ｎｍ３／日 

◆運営体制：京都市，バイオガス研究会，京

都清掃業協同組合，市内６ホテ

ルなどで構成 

◆厨芥等からのバイオガス（メタン）の抽出（ごみ１

ｔ当たり発生量…ホテル厨芥：１５０Ｎｍ３，剪定枝：

９０Ｎｍ３，新聞紙：４８０Ｎｍ３） 

◆バイオガスの発電への利用（ごみ１ｔ当たり２３０

ｋＷｈの発電量が得られ，そのうち施設内消費分を除

く１５０ｋＷｈ（１５世帯の電力消費量に相当）の電

力供給が可能） 

◆発酵残渣のコンポスト利用 

等が可能であることを確認。 

厨芥類を確実に再生

利用ルートに乗せる枠

組み作り（クリーンセ

ンターへの持込停止な

ど），循環を担う関係者

（食品関連事業者，収

集運搬事業者，営農者

等）が連携する仕組み

づくりの検討が必要。 

京の食材ゼロエミ

ッション協議会 

 バイオガス化技術等を活用して、資源・エ

ネルギーを回収するシステム「京の食材ゼロ

エミッション」を構築することを目標に、学

識経験者、排出事業者等により設置（平成 12

年 3 月）。 

バイオガス化技術実証研究を通じて、エネルギー利

用の可能性について技術的側面から検討。 

厨芥類等を主体とした有機系廃棄物の利用に係る事

例について、関係者間の連携、物質循環システム等の

視点から分析・整理。 

国際文化観光都市としての京都市をとりまく状況を

整理し、「京の食材ゼロエミッション」を実現するため

のリサイクルシステムのあり方について検討。 

今後は、リサイクル

性、経済性の両面から

最適な処理システムな

らびに安定・効率的な

事業運営が可能となる

スキームの構築に向け

た検討を実施。 

堆肥化の取組 西京区大原野に生ごみの堆肥化施設を設置

し、畑に施肥するまでを含めた実証を進めて

いるところ（実施主体：京都土の塾）。 

左京区静原のコンポステーションでは剪定

枝、ビール滓の堆肥化を実施。生成した堆肥

は市内の農家等で利用（事業主体：ＪＡ京都

中央）。 

西京区の大原野堆肥センターでは牛ふん、

豚ふん、もみ殻を材料とした堆肥化を実施。

生成した堆肥は市内の農家等で利用（事業主

体：ＪＡ京都中央）。 

生ごみについては、土と混和することにより堆肥化

することが実証できた。 

◆コンポステーションの概要（平成１３年度実績） 

剪定枝受入量（２,５３６ｔ），食品加工残さ受入量 

（２,４６４ｔ），製品出荷量（４,４５８ｍ３） 

◆堆肥センターの概要（平成１３年度実績） 

牛ふん受入量（５４０ｔ）,豚ふん受入量（５８５ｔ）

※その他水分調整に籾殻を利用 

製品出荷量２８０，５６０Ｌ 

貝殻、ひも等の異物の

分別が課題。 

 
 



参考資料５ 厨芥類の減量化（再資源化）に係る京都市以外での取組事例 
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   取組事例 概  要 類似事例 課題等

肥料化 コープこうべでは肥料化施設を設置

し、農業生産法人と連携して、店舗

で発生する厨芥の循環利用を実施。 

・ イオングループなどでは複数の店舗が共同して分

別回収・肥料化等を行い、契約農家で使用、収穫

物を仕入れる取組を実施。 

・ ホテルニューオータニやパレスホテルなどのホテ

ル業界でも同様の取組を実施。 

・良質の肥料を安定的に製造するにあたり、2 次発酵

の場の確保や厳格な分別や成分調整が必要。 

・都市部に比較的多い排出事業者と、郊外に位置する

肥料化事業者／耕種農家との連携が必要。 

・肥料需給に、季節要因によるミスマッチが生じる可

能性がある。 

・収集・分別・肥料化に多額を要するため、採算が合

わない。 

・畜産糞尿由来の堆肥との競合がある。 

バイオガス化 神戸市内のホテルから排出される事

業系厨芥を対象に、環境省と神戸市

は、富士電機と鹿島と共同でバイオ

ガス化（メタン発酵）し、燃料電池

に応用する検証事業を開始。神戸市

が用地提供と廃棄物収集を実施して

いる。 

・ 環境ベンチャー会社「エキシー」は東京都内スー

パーやホテルから出る厨芥類を回収してメタンガ

スを取り出し、発電に利用する試みを実施。 

・ その他、焼酎廃液を利用したバイオガス化の事例

などもある。 

・厨芥類を対象とした実機の稼働例はない。 

・設備が比較的大型であり、コスト面での制約から民

間事業者単独での導入が現状では困難。 

・民間事業者が行う場合、収集運搬・処理（バイオガ

ス化）の両面で、廃棄物処理法上の許認可が必要と

なる。 

飼料化 和泉食品残渣利用組合は泉佐野市の

食品コンビナート、学校給食センタ

ー、病院で発生する厨芥を分別回収

し、地元の養豚業者で加工調整、飼

料として利用している（リサイクル

養豚）。肥育した豚は、厨芥の収集先

である給食センターにも販売され、

学校や病院の給食として提供されて

いる。 

・ 横浜市有機リサイクル共同組合では、食品流通業

者から厨芥を回収して乾燥・飼料化している。 

・ 札幌市では、市内のデパート、スーパー、食品製

造工場、学校、病院等から排出される厨芥を許可

業者が分別収集し、民間事業者により飼料化され

ている。飼料は、市内の畜産農家が利用。 

 

・良質の飼料を安定的に製造するにあたり、厳格な分

別や成分調整が必要。 

・都市部に比較的多い排出事業者と、郊外に位置する

飼料化事業者／畜産農家との連携が必要。 

 

 

○ 下線を付した取組は、京都市所在の事業者による事例のあるもの 

 



京の食材ゼロエミッション協議会資料

京都市における厨芥類再資源化の方向について 

 

１ 厨芥類の再資源化に係る背景 

（１） 京都市における主な環境政策とごみ処理施策の方向性 

（２） 今後のごみ質の変化 

（３） 食品リサイクル法の制定 

（４） 厨芥類の排出・処理の状況 

 

２ 厨芥類再資源化事業の方向性 

（１） 厨芥類のリサイクル技術 

（２） 全体シナリオ 

（３） 厨芥類リサイクル事業の方向性と技術システム 

 20 
参考資料６ 
より 



京の食材ゼロエミッション協議会資料より 

１ 厨芥類の再資源化に係る背景 
（１）京都市における主な環境政策とごみ処理施策の方向性 
 ① 社会的背景 

今日，廃棄物ゼロエミッションが提唱されるなど，従来のごみ処理システムの枠組み

は，地球温暖化やオゾン層の破壊防止など地球環境の保全を重視する視点のみにとどま

らず，容器包装リサイクル法のスタートやダイオキシン類対策特別措置法など法制度面

からも大きな変革期を迎えており，これに呼応する形で新しい着想に基づく様々なごみ

処理技術やリサイクル技術の開発が精力的に進められている。 
一方、京都市は、東山に代表される保全すべき三山に囲まれた我が国有数の「内陸都

市」であるとともに、世界遺産登録されている多くの社寺などを有する「国際文化観光

都市」でもある。 
② 京都市一般廃棄物（ごみ）処理基本構想と処理基本計画 
こうした社会的状況に加えて、その地理的・歴史的条件を踏まえ、特に「埋立処分量

の最小化」及び「環境への総合負荷の低減」を基本として、今後の廃棄物行政を推進し

ていくための中長期的な視点に立った総合的なビジョンとして平成１０年５月に「京都

市一般廃棄物（ごみ）処理基本構想」が策定されている。この基本構想の中では、今後

のごみ処理システムの方向性として、 
①「ごみの発生・排出抑制を促進する環境づくり」 
②「ごみから資源・エネルギーを最大限回収するシステムづくり」 
③「環境負荷を最小に抑え、環境保全に積極的な役割を果たす廃棄物行政の推進」 
④「ごみ処理システムの高度化、多機能化」 

を掲げている。 
さらに、この方向性を受けて、平成１１年６月には「新京都市一般廃棄物（ごみ）処

理基本計画（京・めぐるプラン）」が策定されている。この基本計画では、ごみ量につい

て、「地球温暖化防止京都国際会議（ＣＯＰ３）」開催都市にふさわしく、減量可能量を

積み上げるという従来の発想ではなく、ごみ量そのものを減量する総量抑制的発想での

減量目標として、平成２２年度（２０１０年度）に京都市が処理するごみ量を平成９年

度（１９９７年度）レベルから１５％削減するという積極的な目標を掲げている。 
③ 京都市の主な環境政策 

ア) 京都市地球温暖化対策地域推進計画 (平成 9 年 7 月策定) 
市域における二酸化炭素排出量を 2010 年までに 1990 年レベルから 10%削減 

  イ) 京都市地域新エネルギービジョン (平成 12 年 3 月策定) 
    太陽光等の自然エネルギーの利用、廃棄物を活用した「バイオマス」利用促進 
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京の食材ゼロエミッション協議会資料より 

（２）今後のごみ質の変化 
現在の京都市における焼却処理対象ごみは、①家庭の日常生活から発生する家庭ごみ、

②事務所や販売店などの事業活動から発生する事業系ごみ、③その他の大型ごみ等があ

り、その内訳は、図 1 に示すように、①及び②で焼却量の約８割を占めている。 
それぞれの組成をみると、家庭ごみは、調理くず等の毎日発生する厨芥が湿重量比で

約 40%を占め、次いで、容器包装の主体である紙類及びプラスチック類が、それぞれ 30%、

15%と、これら 3 成分で８割以上を占める。また、事業系ごみでも、厨芥、紙類、プラ

スチック類が約８割を占めており、国際文化観光都市で、特にホテル、旅館等が事業所

中に占める割合が他都市に比べて高いことから、事業系ごみ中に厨芥の占める割合も高

く約３０%となっている。このため、焼却処理対象ごみ中に占める厨芥の割合は、全体で

約３０％となっている。 
 

サービス業に占める旅館等宿泊所 
大都市(京都除く)平均3.9%(2.1～4.8％) 
 京都 7.1％ 

269,121ton 
東京 22% 
横浜 25% 

ﾌﾟﾗ類14% 
その他15% 

39% 紙 

32% 厨芥 

332,102ton 

730,797ton 

その他 
大型/持ち込みごみ 

事業系ごみ 

家庭系ごみ 

焼却量 事業系ごみ 家庭系ごみ 

ﾌﾟﾗ類14% 
その他15% 

30% 紙 

40% 厨芥 

図 1 焼却量のごみ量の比率とごみ質の組成比率（平成 9 年度） 
 
厨芥や紙類を三成分（水分、灰分、可燃分）や発熱量から見てみると、厨芥が水分約

８０％、可燃分約２０％で、低位発熱量が約５００ｋｃａｌ/ｋｇであるのに対して、紙

類やプラスチック類は水分約１０％、可燃分約８５％で、低位発熱量はそれぞれ約３，

０００及び８，０００kｃａｌ/ｋｇとなっており、家庭ごみ全体の低位発熱量に対する寄

与率は、紙類とプラスチック類で約７０％を占めている。 
今後、発熱量の高い紙類やプラスチック類は容器包装リサイクル法によって分別リサ

イクルが進むことから、残ったごみは水分が多く発熱量が低い厨芥が主体となり、従来

の焼却処理のままではエネルギー回収効率が低下することが予想される。このため、厨

芥については別途の処理方法について検討しておく必要がある。 
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（３）食品リサイクル法の制定 
食品廃棄物は食品の製造や調理、流通、消費の各段階で発生し、一般廃棄物と産業廃

棄物を合わせると、我国全体で年間２，０００万トン程度が排出されている。これらの

うち、肥料、飼料等へリサイクルされているものは１割以下であり、大部分は焼却・埋

立処分されている。 
こういった状況に鑑み、食品廃棄物の発生抑制・減量化による最終処分量の削減と、

飼料や肥料等としてのリサイクル促進を目的として、2000 年６月に食品リサイクル法（食

品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）が制定された。  
食品リサイクル法では、製造、流通、外食等の食品関連事業者に対して、発生抑制、

減量化、再生利用により食品廃棄物の排出量を 2000 年度実績から２割削減（2006 年度

目標）することが義務づけられている。 
 

（４）厨芥類の排出・処理の状況 

○ 京都市内の大規模事業所における業種別の厨芥類再生利用量、廃棄量は下図に示すとお

り（数値は大規模事業所から提出のあった減量計画書データを基に推計したもの）。 

○ 再生利用率については最も高いのが病院の 11.0％であり、その他は全て 10％未満と全

体的に低い水準となっている。 

○ 再生利用されずに廃棄される厨芥類の絶対量が多いのは店舗、集合商業施設等、ホテ

ル・旅館・結婚式場である。これら３業種は食品リサイクル法の対象業種（食品関連事

業者）に該当することが想定されるため、今後一層、厨芥類の減量化（発生抑制、再生

利用）に向けた取組が求められる。 

 

図２ 大規模事業所排出厨芥類の業種別処理量と再生利用率（平成１２年度） 
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２ 厨芥類再資源化事業の方向性 

 

（１）厨芥類のリサイクル技術 

厨芥を含む有機系廃棄物のリサイクル技術としては、堆肥化（コンポスト化）、飼料化、

バイオガス化、炭化などがある。 

 
堆肥化（コンポスト化） 

堆肥化（コンポスト化）は、厨芥等を微生物の働きによって分解(発酵)するなどして

堆肥をつくる方法で、古くから有機性廃棄物の処理法として広く用いられている。対象

とする厨芥量によって、家庭用コンポスター（数百ｇ/日程度）、業務用厨芥処理機（数

十 kg～１ｔ/日程度）、集中型プラント施設（数ｔ～50ｔ/日程度）といった機器・施設が

ある。集中型プラント施設については、現在、20 件程度稼動しており、10ｔ/日程度の施

設が多い。 

堆肥化コストを試算すると、業務用処理機（50kg/日～1t/日）で 3.6 万円/t～24.7 万

円/t、集中型プラント施設（３t/日～50t/日）で、2.1 万円/ｔ～4.9 万円/ｔ程度である。 

 
飼料化 

厨芥類の飼料化には、リキッド給餌方式とドライ給餌方式がある。リキッド方式は、

種々の素材を水と混合してパイプ圧送で畜舎の飼槽に送るか、タンクローリー車で輸送

して給餌する方法である。一方、ドライ給餌方式は、乾燥して粉末状にするもので、主

な手法として、①熱乾燥方式、②発酵･乾燥方式、③蒸煮･乾燥方式、④油温減圧脱水方

式がある。飼料化の処理規模としては、数十 kg～数ｔ/日の業務用装置や、数ｔ～50ｔ/

日程度の集中型プラント施設がある。 

飼料化コストを試算すると、業務用処理機によるコストは堆肥化と同程度であり、集

中型プラント施設（３ｔ/日～50ｔ/日）で 1.5 万円/ｔ～4.7 万円/ｔ程度である。 

 
バイオガス化 

バイオガス化とは、酸素のない環境下で、嫌気性微生物によって有機物を分解させ、

ガス(メタン、二酸化炭素など)を発生させるものである。厨芥などの固形有機系廃棄物

の嫌気性発酵は、近年ヨーロッパを中心に普及している技術であり、①発酵効率の向上、

②エネルギー回収率の向上、③発生エネルギーの有効利用が期待できる。処理規模につ

いては、ヨーロッパにおいて厨芥を主原料とする約 100ｔ/日の施設が実用化されており、

また、京都市の実証研究プラントにおいては、日本の生ごみへの適合性についても確認

されている。（ヨーロッパの約 1.5 倍のバイオガスの発生を確認。） 

バイオガス化プラントのコストを試算すると、30ｔ/日～100ｔ/日の規模で、1.2 万円/

ｔ～2.2 万円/ｔ程度である。 

 

炭化 

炭化は、無酸素下で加熱して構成成分を分解して炭素成分が多く残った状態にする技

術である。生成物の用途としては、土壌の改良剤、水質浄化剤、融雪剤、脱臭剤、調湿

剤、高炉還元剤などが考えられるが、それぞれ検討レベル、事例レベルに止まっており、
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大きな市場とはなっていない。 

業務用処理機（50kg/日～1t/日）による炭化コストを試算すると、3.2 万円/ｔ～23.7

万円/ｔ程度である。 

 

表１ 有機系廃棄物の主要な処理・リサイクル技術 

 堆肥化（コンポスト化) 飼料化 バイオガス化 炭化 

技 術 の

概要 

有機系資源を微生物の働

きを利用して分解し､有機

質肥料を生成する技術 

食品製造副産物等を発酵､

乾燥､油温減圧脱水等によ

り､畜産飼料にする技術 

嫌気性微生物によって

有機物を分解させ､熱

利用の可能なﾒﾀﾝｶﾞｽを

発生させる技術 

有機物を酸素を供給

せずに熱し､熱分解

によって炭を生成す

る技術 

厨 芥 類

の リ サ

イ ク ル

事例 

家庭における厨芥処理機か

ら事業所における厨芥処理

設備､自治体による大型堆

肥化施設などリサイクル事

例は多数ある｡ 

事業系厨芥についてはいく

つか事例があるが､家庭から

厨芥を分別収集し､飼料化し

ている事例はまだ少ない｡ 

厨芥を対象とした施設

事例はまだ少ないが､厨

芥処理方式としてヨー

ロッパを中心に普及し

ている｡ 

事業系厨芥や学校給

食残さのオンサイト

処理事例がいくつか

ある｡ 

 

処 理 規

模 

家庭用厨芥処理機器は数百

g/日程度､業務用厨芥処理

機は数十 kg～１ｔ/日程度､

集中型プラント施設は数ｔ

～50ｔ/日程度 

業務用処理装置は数十 kg～

数ｔ/日程度､集中型プラン

ト施設は数ｔ～50ｔ/日程度 

ヨーロッパにおいて、 

100ｔ/日程度の施設が

稼動している。 

数十～数百 kg/日程

度の業務用装置 

ラ ン ニ

ン グ コ

スト 

業務用処理機（50kg/日～

1t/日） 

→3.6万円/t～24.7万円/t 

 

集中型プラント施設（３t/

日～50t/日） 

→ 2.1万円/ｔ～4.9万円

/ｔ 

業務用処理機（50kg/日～

1t/日） 

→3.6 万円/t～24.7 万円/t 

 

集中型プラント施設（３ｔ/

日～50ｔ/日） 

→ 1.5 万円/ｔ～4.7 万円

/ｔ 

集中型プラント施設

(30ｔ/日～100ｔ/日) 

→ 1.2 万円/ｔ～2.2

万円/ｔ 

業務用処理機（50kg/

日～1t/日） 

→ 3.2万円/t～23.7

万円/t 

 

特 徴 と

課題 

・異物の混入を極力避け､

悪臭の発生など衛生面での

配慮が必要である｡ 

・生成物が低付加価値物で

あるため､①需要地と供給

地が離れ､輸送費が嵩む場

合､②廃棄物処理料金との

格差が大きい場合､③需要

変動(主に春と秋に需要)に

供給体制が対応できない場

合などでは､需給マッチン

グが困難となる｡ 

・家畜の食料にするものであ

るため､対象物が､有機系資

源のうち食品由来のものに

限定され､徹底した異物混入

防止対策が必要とされる｡ 

・給餌対象は主に豚である

が､配合飼料への配合率が

10％以上になると高脂肪に

なり､肉の格付けが劣る傾向

がある｡ 

・生成物（バイオガス）

の利用について汎用性

が大きい｡ 

・バイオガス化後の残渣

及び排水の処理が必要｡ 

・ただし､残渣はさらに

コンポスト化を図るこ

とも､焼却処理（他のゴ

ミとの混焼）することも

可能｡ 

・生成物は土壌改良

材､脱臭剤などに利

用されるが､その需

要については不透

明｡ 

 

 

(注 1)ここでのコストは、減価償却費用と運転費の総額であり、運転費には、人件費、光熱費、修繕費等

を含んでいる。 

(注２)なお、実際のコストには、金利、固定資産税、福利厚生費などが加算される。 
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（２）全体シナリオ 
京都市における厨芥類の処理リサイクルのコンセプトは下図のようにまとめることが

でき、核となるリサイクルシステムとして高速堆肥化、バイオガス化、天ぷら化（飼料

化）が考えられる。しかし、京都市が１００万人都市であることを考えた場合、その排

出量の膨大さに注目する必要がある。すなわち、処理リサイクル技術によって再生され

る生成物の需要条件を満たせない場合を仮定すれば、リサイクル技術によって効率的な

減量化も同時に行えることが都市型のリサイクル技術には必要条件となる。したがって

人口の少ない農村型と京都市のような都市型とではそれぞれのリサイクル生成物の需要

条件に合わせた変換システムを採用し、循環形成していくことがポイントである。 
 

 

多様な循環の輪　⇒　食のゼロエミッション

＜エリア単位の小さな循環　⇒　目に見える循環の成果＞

畜 産 農 家

営 農 団 体

食材利用者
＝排出事業者
（ﾎﾃﾙ、ｽｰﾊﾟｰ等）

畜 産 物

有 機
農 産 物

＜生ごみリサイクルシステム＞

高 速 堆 肥 化

バ イ オ ガ ス 化

天 ぷ ら 化
（油温減圧脱水）

（もしくは）

（もしくは）

コンポ
スト

コンポ
スト

飼　料

生ごみ等
厨芥類

生ごみ等
厨芥類

生ごみ等
厨芥類

高付加価値
物質の抽出

＜地域間の大きな循環　⇒　循環を通じた地域間連携＞

（家庭等）

ｅｘ．
学校菜園

ｅｘ．
学校給食

焼　却
(ｴﾈﾙｷﾞｰ

回収ﾌﾟﾗﾝﾄ）

ﾊﾞｲｵ
ｶﾞｽ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     図３ 厨芥類等の処理・リサイクルシステムのコンセプト 
 

 
この際、生成コンポスト等を農業者団体等を通じて大きく循環させるのみならず、厨

芥類の排出場所に近いところで小さな循環を形成するなど多様な循環の輪を形成するこ

 26 



京の食材ゼロエミッション協議会資料より 

とが重要となる。これは、地域間の大きな循環の輪を形成することは、循環を通じて地

域間の連携を強化することにつながり、エリア単位の小さな循環の輪を形成することは、

循環の成果を目に見えるものとし、学校教育等との連携を図ることにより、長期的視点

からの消費者教育、ひいては廃棄物の発生抑制につながることが期待されるためである。 
また、生ごみ等厨芥類のリサイクル技術システムとしては多様なものが存在するため、

適正処理の徹底、最終処分量の削減といったごみ処理の側面のみでなく、生成物需要、

コストの面から実効的に循環するという生産技術の側面からも評価し、これら技術を柔

軟に組み合わせていく必要がある。 
 

（３）厨芥類リサイクル事業の方向性と技術システム 
食品リサイクル法では、製造、流通、外食等の食品関連事業者に対して食品廃棄物の

排出量を“発生抑制、減量、再生利用”により 2006 年度までに２割削減することが義務

づけられている。一方、食品廃棄物の１／２を占める家庭系厨芥についても、ごみ減量・

リサイクル促進に向けた何らかの対応が今後求められてくるものと考えられる。 
このような状況に鑑み、京都市としては、一般廃棄物である食品系廃棄物のうち、 
① 食品リサイクル法により、排出者に何らかの対応が求められ、 
② その品質が家庭系に比べ管理し易く、 
③ １ヶ所あたりの排出量が比較的大きく、効率的な回収が期待し得る、 

事業系厨芥について再資源化をまず推進し、しかる後に家庭系生ごみについても、従来

の焼却施設との最適な組み合わせを図りながらシステム構築を図っていくのが適当と言

える。 
 
また、京都市としては、排出事業者自らが再資源化に主体的に取り組めるよう情報支

援体制を強化・高度化するとともに、単独では再資源化に取り組みにくい排出事業者を

対象としてリサイクル事業を立上げ、その受皿整備を図っていくことが求められる。 
 
具体的に核となるリサイクル技術としては、将来的に家庭系生ごみのリサイクルへ展

開することも考慮し、処理対象廃棄物の品質面（成分調整や異物除去等）での受容範囲、

生成物の受皿の面で最も柔軟性の大きいバイオガス化技術の適用が適当と考えられる。 
バイオガス化技術は、図 4 に示すように、発熱量の低い厨芥から発電などによるエネル

ギー回収が可能なほか、厨芥を焼却以外の方法で処理することにより、残ったごみにお

いても焼却処理での熱回収効率を向上させることができ、全体のエネルギー効率が向上

する。また、バイオガス化処理後の残渣について、コンポスト化を組み合わせることも

可能である。 
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現状 リサイクル率UP 対策 

厨芥の単独処理 

ﾘｻｲｸﾙ 

厨芥割合の増大 
→発熱量の低下 

焼却 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ 

焼却 

厨芥類 

紙･ﾌﾟﾗ類

その他 

ﾘｻｲｸﾙ 

焼却 

紙･ﾌﾟﾗ類 

その他 

→発熱量の回復 

厨芥類 

紙･ﾌﾟﾗ類 

その他 

厨芥類 

ごみ焼却量の減少 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4. 容器包装リサイクル前後のごみ質変化とごみ処理方法の対応 
 
以上を踏まえると、厨芥類リサイクル事業化の方向性としては、以下のような流れが

考えられる。 
＜短期的な対応＞ 
・ 食品系廃棄物の排出事業者による厨芥類のオンサイト処理や再資源化施設（集中

型プラント）による肥料化・飼料化等の実施。 
・ 食品系廃棄物の排出事業者から排出される厨芥類については、収集の後、バイオ

ガス化施設（施設整備方式として例えば SPC1、PFI2、PPP3、協同組合方式等の

選択肢がある）で処理。生成したバイオガスは電力、熱として回収するほか、残

渣の一部はコンポストとして利用。 
・ 一般家庭から排出される厨芥類については、各家庭内でのコンポスター等の導入

により再生利用を促進する。 

＜中長期的な対応＞ 
・ 食品系廃棄物の排出事業者による厨芥類のオンサイト処理や再資源化施設（集中

型プラント）による肥料化・飼料化等の実施。 
・ 食品系廃棄物の排出事業者から排出される厨芥類については、収集の後、バイオ

ガス化施設で処理。生成したバイオガスは電力、熱として回収するほか、残渣の

一部はコンポストとして利用。 
・ 一般家庭から排出される厨芥類については京都市焼却工場の更新の際に別途バイ

オガス化施設を併設してクリーンセンターの整備をはかり、対象エリアの家庭系

厨芥をバイオガス化する。ただし家庭系厨芥の発酵残渣をコンポスト利用するに

は、排出源が特定化される事業系厨芥に比べて異物混入などによる循環リスクが

高くなることが想定されるため、同敷地内の焼却施設で処理を行う。 

                                                  
1 Special Purpose Company：ある特定の目的のためだけに設立する会社。ＰＦＩや不動産投資などの分野で設立するケ

ースが多い。 

2 Private Finance Initiative：民間資金を活用し社会資本を整備する手法。 
3 Public & Private Partnerships：公共と民間がパートナーシップを組み、民間が持っている技術力・経営力・資金力

などを生かした社会資本整備の手法。 
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１.　検討テーマ
　　　京都市における食材資源循環社会システムの構築に関する検討

２.　検討目的
　　　京の食材ゼロエミッション事業を進める上では、循環の「血管部分」をいかにつなぐことができるかという点が大きなポイントとなる。
　　「血管部分」とは、すなわち、
　　　　Ⅰ.　一般廃棄物から分別した厨芥収集運搬方法の構築
　　　　Ⅱ.　厨芥類資源化のための変換施設の整備
　　　　Ⅲ.　収集した厨芥を変換技術を使って再生品にした後の再生品利用ルートの構築
　　　　Ⅳ.　再生品をとおした新たな生産物（ここでは農産物）の流通・消費体系
　　である。
　　したがって本協議会では上記Ⅰ～Ⅳをとりまく現状について検討を行い、地域内の円滑な食材資源循環を実現させるためのデータ収
    集を行うことを目的に実施する。

３.　検討フレーム

■ホテル・旅館
■デパート■中央市場
等

農家（農協）
農業法人　等

厨芥類の収集運搬

消費

（直接持込）

堆肥

　

■観光客　■学校給食
■生協　　■一般消費者

地場産循環型農産物への
利用ニーズ

・施肥可能な作物
・農家が使いたい堆肥仕様
　（品質・取扱い性・価格）
・散布労役のしくみ作り
・土壌分析に基いた施肥設計
　の確立

地産地消体系の可能性

液肥

CH4
利用

電気・熱利用

　　　　　循環型農産物の供給と需要の安定化

土壌分析
機関

地場産循環型農産物の供給

■メタンガス化

地場産循環型
農産物利用
による食の安全性と
フードマイレージの
アピール

・収集運搬の効率化
・食リ法対応の合理的な体系のあり方

・運搬
・ストックヤード

■堆肥化

■炭化

■飼料化

都市型厨芥の
減量化及び再資源化

Ⅰ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ.　食リ法対応の収集運搬体系のあり方
Ⅱ.　厨芥受け皿施設の整備方式
Ⅲ.　農業者ニーズに即した再生品の品質・利用条件
Ⅳ.　再生品を利用して生産した地場農産物の需要ニーズ掘り起し戦略

検討のポイント

排出形態
分別方法

Ⅱ
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